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【公表日】平成28年6月2日(2016.6.2)
【年通号数】公開・登録公報2016-034
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【国際特許分類】
   Ａ６１Ｂ  17/60     (2006.01)
【ＦＩ】
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【手続補正書】
【提出日】平成29年2月22日(2017.2.22)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　支柱軸線に沿って１対の外部骨固定部材へと接続されるように構成された支柱であって
、
　ねじ棒およびスリーブを含む支柱本体であって、前記ねじ棒は、前記支柱軸線に沿って
細長い棒本体を含んでおり、前記棒本体は、少なくとも一部分にねじ山が設けられた外面
を定めており、前記スリーブは、スリーブ本体と、少なくとも前記スリーブ本体の中へと
延びるスリーブ内腔とを含んでおり、前記スリーブ内腔は、前記ねじ棒が前記支柱軸線に
沿って前記スリーブに対して平行移動可能であるように、前記ねじ棒の少なくとも一部分
を受け入れるように構成されている、支柱本体と、
　前記支柱本体によって支持され、前記ねじ棒にねじで取り付けられたアクチュエータで
あって、前記支柱軸線を中心とする前記ねじ棒に対する前記アクチュエータの回転によっ
て前記ねじ棒および前記スリーブの少なくとも一方または両方を前記支柱軸線に沿って前
記ねじ棒および前記スリーブの他方に対して平行移動させる、アクチュエータとを備えて
おり、前記アクチュエータは、前記アクチュエータを前記支柱軸線を中心として前記ねじ
棒に対して回転させるトルクを受けるように構成された把持部材を含んでおり、
　前記把持部材は、本体と、前記把持部材の前記本体を貫いて延びる把持部材内腔とを含
んでおり、前記把持部材の前記本体は、前記把持部材内腔を少なくとも部分的に定める内
面と、前記内面の反対側の外面とを有しており、前記把持部材内腔は、前記支柱本体を少
なくとも部分的に受け入れるように構成され、前記把持部材は、前記把持部材本体の前記
内面から遠ざかる方向に前記把持部材本体の前記外面から延びている突起をさらに含んで
いる、支柱。
【請求項２】
　前記突起は、前記把持部材本体の前記内面から遠ざかる方向に前記把持部材本体の前記
外面から延びる少なくとも１つの側壁を含んでおり、前記少なくとも１つの側壁は、前記
アクチュエータを前記支柱軸線を中心として前記ねじ棒に対して回転させる前記トルクを
受けるように構成されている、請求項１に記載の支柱。
【請求項３】
　前記突起は、前記少なくとも１つの側壁が前記外面から延びる点から前記少なくとも１
つの側壁が前記内面から遠ざかるように延びる方向に測定される高さを定めており、前記
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把持部材は、前記外面によって定められる外径をさらに含んでおり、前記高さは、前記外
径の少なくとも１０パーセントである、請求項２に記載の支柱。
【請求項４】
　前記高さは、前記外径の少なくとも２０パーセントである、請求項３に記載の支柱。
【請求項５】
　前記アクチュエータは、前記ねじ棒に対する前記アクチュエータの回転を防止するよう
に構成されたロック機構をさらに含む、請求項１～４のいずれか一項に記載の支柱。
【請求項６】
　前記ロック機構は、前記支柱軸線に対して角度がずらされた枢支軸線を中心にしてロッ
ク構成と非ロック構成との間を回転可能であり、前記ロック機構が前記ロック構成にある
ときに前記ロック機構が前記支柱軸線を中心とする前記ねじ棒に対する前記アクチュエー
タの回転を防止し、前記ロック機構が前記非ロック構成にあるときに前記ロック機構が前
記支柱軸線を中心とする前記ねじ棒に対する前記アクチュエータの回転を防止しない、請
求項５に記載の支柱。
【請求項７】
　前記ロック機構は、レバーおよび付勢部材を含み、前記付勢部材は、前記ロック機構が
前記ロック構成へ向かって付勢されるように前記レバーへと付勢力を加えるように構成さ
れている、請求項５または６に記載の支柱。
【請求項８】
　前記付勢力は、前記枢支軸線および前記支柱軸線の両方に対して角度がずらされた方向
に前記レバーへと加えられる、請求項７に記載の支柱。
【請求項９】
　前記突起は、前記枢支軸線を中心にして前記ロック機構を枢動可能に支持する、請求項
５～８のいずれか一項に記載の支柱。
【請求項１０】
　前記アクチュエータの少なくとも一部分は、放射線透過性の材料から製作される、請求
項１～９のいずれか一項に記載の支柱。
【請求項１１】
　前記アクチュエータの少なくとも一部分は、ＰＥＥＫ、Ｕｌｔｅｍ、Ｄｅｌｒｉｎ、お
よびＲａｄｅｌのうちの少なくとも１つから製作される、請求項１０に記載の支柱。
【請求項１２】
　前記把持部材の少なくとも一部分は、ＰＥＥＫ、Ｕｌｔｅｍ、Ｄｅｌｒｉｎ、およびＲ
ａｄｅｌのうちの少なくとも１つから製作される、請求項１０または１１に記載の支柱。
【請求項１３】
　支柱軸線に沿って１対の外部骨固定部材へと接続されるように構成された支柱であって
、
　ねじ棒およびスリーブを含む支柱本体であって、前記ねじ棒は、前記支柱軸線に沿って
細長い棒本体を含んでおり、前記棒本体は、少なくとも一部分にねじ山が設けられた外面
を定めており、前記スリーブは、スリーブ本体と、少なくとも前記スリーブ本体の中へと
延びる内腔とを含んでおり、前記内腔は、前記ねじ棒が前記支柱軸線に沿って前記スリー
ブに対して平行移動可能であるように、前記ねじ棒の少なくとも一部分を受け入れるよう
に構成されている、支柱本体と、
　前記支柱本体によって支持され、前記ねじ棒にねじで取り付けられたアクチュエータで
あって、前記支柱軸線を中心とする前記ねじ棒に対する前記アクチュエータの回転によっ
て前記ねじ棒および前記スリーブの少なくとも一方または両方を前記支柱軸線に沿って前
記ねじ棒および前記スリーブの他方に対して平行移動させる、アクチュエータと、
　前記１対の外部骨固定部材のうちの一方へと取り付けられるように構成されているジョ
イントであって、前記ねじ棒によって支持される第１のヒンジ本体と、前記１対の外部骨
固定部材のうちの前記一方へと取り付けられるように構成された第２のヒンジ本体と、前
記第１のヒンジ本体が前記支柱軸線に対して角度がずらされた第１の軸線ならびに前記第
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１の軸線および前記支柱軸線の両方に対して角度がずらされた第２の軸線の両方を中心に
して前記第２のヒンジ本体に対して回転可能であるように前記第１のヒンジ本体を前記第
２のヒンジ本体へと連結するように構成された十字連結部材とを含んでいる、ジョイント
とを備えており、
　前記十字連結部材は、実質的に球形である、支柱。
【請求項１４】
　前記ジョイントは、前記支柱軸線に沿って前記ねじ棒に対して平行移動することが不可
能である、請求項１３に記載の支柱。
【請求項１５】
　前記ジョイントは、第１のジョイントであり、前記支柱は、
　前記１対の外部骨固定部材のうちの他方へと取り付けられるように構成された第２のジ
ョイントをさらに備え、前記第２のジョイントは、前記スリーブによって支持される第１
のヒンジ本体と、前記１対の外部骨固定部材のうちの前記他方へと取り付けられるように
構成された第２のヒンジ本体と、前記第２のジョイントの前記第１のヒンジ本体が前記支
柱軸線に対して角度がずらされた第３の軸線ならびに前記第３の軸線および前記支柱軸線
の両方に対して角度がずらされた第４の軸線の両方を中心にして前記第２のジョイントの
前記第２のヒンジ本体に対して回転可能であるように前記第２のジョイントの前記第１の
ヒンジ本体を前記第２のジョイントの前記第２のヒンジ本体へと連結するように構成され
た十字連結部材とを含んでおり、
　前記第２のジョイントの前記十字連結部材は、実質的に球形である、請求項１３または
１４に記載の支柱。
【請求項１６】
　前記第１のヒンジ本体は、前記支柱軸線を中心にして前記第２のヒンジ本体に対して回
転することが不可能である、請求項１３または１４に記載の支柱。
【請求項１７】
　前記十字連結部材は、前記第１および第２のヒンジ本体よりも放射線不透過性の材料か
ら製作される、請求項１３、１４、および１６のいずれか一項に記載の支柱。
【請求項１８】
　前記十字連結部材は、チタニウムから製作され、前記第１および第２のヒンジ本体は、
アルミニウムから製作される、請求項１７に記載の支柱。
【請求項１９】
　前記十字連結部材は、放射線不透過性である、請求項１３、１４、および１６～１８の
いずれか一項に記載の支柱。
【請求項２０】
　支柱軸線に沿って１対の外部骨固定部材へと接続されるように構成された支柱であって
、
　前記支柱軸線に沿って細長い棒本体を含むねじ棒であって、前記棒本体は、少なくとも
一部にねじ山が設けられた外面を定めている、ねじ棒と、
　スリーブ本体を含むスリーブであって、前記スリーブ本体は、内腔を定める内面を定め
ており、前記内腔は、少なくとも前記スリーブ本体の中へと延び、前記棒本体の一部分を
受け入れるように構成されている、スリーブと、
　前記ねじ棒にねじで取り付けられ、前記スリーブによって回転可能に支持されたアクチ
ュエータとを備えており、
　前記内面および前記棒本体の一方は、前記支柱軸線に平行な方向に沿って細長いトラッ
クを支持し、前記内面および前記棒本体の他方は、前記アクチュエータが前記スリーブお
よび前記ねじ棒に対して回転させられるときに前記ねじ棒が前記支柱軸線に沿って前記ス
リーブに対して平行移動するよう、前記トラックに沿って移動するように構成されたフォ
ロワを固定的に支持する、支柱。
【請求項２１】
　前記トラックは、前記スリーブの前記内面の中へと延びるチャネルである、請求項２０
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に記載の支柱。
【請求項２２】
　前記フォロワは、前記棒本体によって支持される、請求項２０または２１に記載の支柱
。
【請求項２３】
　前記チャネルは、前記支柱軸線に垂直な方向に沿って前記棒本体を貫通して延びてはい
ない、請求項２１または２２に記載の支柱。
【請求項２４】
　前記スリーブ本体は、前記内面の反対側の外面を含み、前記スリーブは、前記内面から
前記外面へと前記スリーブ本体を貫いて延びるスロットを定めている、請求項２０～２３
のいずれか一項に記載の支柱。
【請求項２５】
　前記ねじ棒に対して平行移動可能に固定された長さインジケータをさらに備え、前記ス
リーブは、前記スリーブ本体の前記外面に位置するマーキングを含み、前記長さインジケ
ータと前記マーキングとの間の相対位置が、前記支柱の長さの表示をもたらす、請求項２
０～２４のいずれか一項に記載の支柱。
【請求項２６】
　前記フォロワと前記トラックとの係合が、前記スリーブ本体の前記内腔における前記ね
じ棒の平行移動を生じさせるべく前記アクチュエータが前記スリーブの周囲を回転すると
きに前記スリーブと前記ねじ棒との間の相対回転を防止する、請求項２０～２５のいずれ
か一項に記載の支柱。
【請求項２７】
　支柱軸線に沿って１対の外部骨固定部材へと接続されるように構成された支柱であって
、
　前記支柱軸線に沿って細長い棒本体を含むねじ棒であって、前記棒本体は、少なくとも
一部にねじ山が設けられた外面を定めている一部分を含んでおり、前記外面は、前記支柱
軸線に平行な方向について或る断面形状を定めており、前記断面形状は、非円形である、
ねじ棒と、
　スリーブ本体と、少なくとも前記スリーブ本体の中へと延びている内腔とを含むスリー
ブであって、前記スリーブ本体は、前記内腔を定める内面を定めており、前記内面は、前
記内腔の開口を定めており、前記開口は、前記方向について或る断面形状を定めており、
前記開口の前記断面形状は、前記開口が前記棒本体の一部分を受け入れて前記スリーブに
対する前記ねじ棒の回転を防止するように構成されるように、前記外面の前記断面形状に
対応している、スリーブと、
　前記ねじ棒にねじで取り付けられ、前記スリーブによって回転可能に支持されたアクチ
ュエータであって、非円形の前記断面形状を定める前記棒本体の前記外面の前記一部分の
周囲を回転するように構成されている、アクチュエータとを備えており、
　前記棒本体の前記一部分が前記スリーブの前記開口へと挿入されたとき、前記アクチュ
エータの作動により、前記ねじ棒および前記スリーブの少なくとも一方または両方が前記
支柱軸線に沿って前記ねじ棒および前記スリーブの他方に対して平行移動する、支柱。
【請求項２８】
　前記アクチュエータの作動は、前記支柱軸線を中心とする前記ねじ棒に対する前記アク
チュエータの回転を含む、請求項２７に記載の支柱。
【請求項２９】
　前記外面の前記断面形状は、前記開口の前記断面形状に一致する、請求項２７または２
８に記載の支柱。
【請求項３０】
　前記ねじ棒は、前記外面の前記断面形状を部分的に定める少なくとも１つの平坦部を含
む、請求項２７～２９のいずれか一項に記載の支柱。
【請求項３１】
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　前記少なくとも１つの平坦部は、円形状の弦によって部分的に定められる平面に沿って
延びており、前記円形状の一部分は前記外面を定める、請求項３０に記載の支柱。
【請求項３２】
　前記平面は、第１の方向および第２の方向によって定められる、請求項３１に記載の支
柱。
【請求項３３】
　前記内面は、前記開口の前記断面形状を部分的に定める少なくとも１つの平坦部を含む
、請求項２７～３２のいずれか一項に記載の支柱。
【請求項３４】
　前記外面の前記断面形状および前記開口の前記断面形状の各々は、実質的にＤ字形であ
る、請求項２７～３３のいずれか一項に記載の支柱。
【請求項３５】
　前記支柱に取り付けられて前記支柱の長さを割り出すように構成された長さ測定装置を
さらに備える、請求項２７～３４のいずれか一項に記載の支柱。
【請求項３６】
　前記長さ測定装置は、センサおよびマーカを含み、前記センサおよび前記マーカは、前
記アクチュエータの回転によって前記センサおよび前記マーカの少なくとも一方または両
方が前記支柱軸線に沿って前記センサおよび前記マーカの他方に対して平行移動するよう
に前記支柱へと固定されるように構成されている、請求項３５に記載の支柱。
【請求項３７】
　前記センサは、前記スリーブによって支持され、前記マーカは、前記ねじ棒によって支
持される、請求項３６に記載の支柱。
【請求項３８】
　前記長さ測定装置は、前記支柱の長さを、前記長さ測定装置によって支持されたデジタ
ル表示装置へと出力する、請求項３５～３７のいずれか一項に記載の支柱。
【請求項３９】
　前記長さ測定装置は、前記支柱の長さを、前記長さ測定装置から離れた装置上のデジタ
ル表示装置へと無線で送信する、請求項３５～３８のいずれか一項に記載の支柱。
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